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I. 医学および医療の水準の向上への貢献が日本医学会分科会にふさわしいと考えられる貴学会の独自

の活動を以下に留意して記載をしてください。 

a. 特に学術的に重要と考えられるもの 

日本循環器学会（以下、本会）は、日本脳卒中学会と協力して 2021 年 3月に「脳卒中と循環器病克

服第二次 5ヵ年計画」を公表した。重要 3疾病（心不全・血管病・脳卒中）を克服するため、5戦略と

して（人材育成、医療体制の充実、登録事業の促進、予防・国民への啓発、臨床・基礎研究の強化）を

掲げ、健康寿命の延伸を実現するために幅広い活動を行っている。また、計画を公表・実行するだけで

なく、2024 年 3月には中間振り返りを行い、検証ならびに改善も行っている。 

 最近では日本循環器研究コンソーシアムを発足し、ナショナルベースのゲノムデータバンクを構築

することで多くの研究者が広くデータを利用できるオープンな環境構築への着手や、循環器研究支援

のコミュニティーサイトとして「JCS-COMPASS」を公開し、臨床・基礎を問わず日々の疑問や課題解決

に役立つツールの提供を行っている。 

 

 

 

ｂ.当該領域における国際的な役割 

今後も AHA（American Heart Association）、ESC（European Society of Cardiology）をはじめとす

る海外団体と連携しながら、世界の循環器学の発展に寄与していく。本会は循環器領域でアジア最大の

学術団体である APSC（Asian Pacific Society of Cardiology）の事務局機能を受託している他、アジ

ア諸国から日本へ留学して循環器領域の研究を行っている若手研究者を対象として「国際留学生 Young 

Investigator’s Award」を表彰しており、本会は今後もアジアにおいて中心的な役割を果たしていく。 

 

 

 

ｃ.活動からもたらされる社会的な意義 

毎年 8月 10 日を「健康ハートの日」と定め、日本心臓財団、日本循環器協会、日本 AED 財団ならび

に本会の 4団体共催で市民啓発活動「健康ハートの日」プロジェクトを行っている。近年では、健康ハ

ートウィークと題し、小学生向けに夏休みの自由研究を応援するイベントや一般向けに J リーグのサ

ッカースタジアムでイベントを開催するなど精力的に活動している。市民が循環器疾患の予防に関心

を持つことで、健康維持や循環器病の減少につなげたいと考えている。 

 

 

 



ｄ.学会運営上留意している点 

近年、循環器領域を専攻する若手医師が減少傾向にあり、これは少子高齢化による影響だけではなく

循環器医療の現場に対する「長時間勤務」や「ハードワーク」などのマイナスイメージ、その他様々な

ことが影響していると考えている。2024 年 4 月から施行された医師の働き方改革を実行していくなか

で改善すべきところは改善し、循環器医として確実に経験を積んでいくための持続可能な体制づくり

やモデルケースを提示していくことが重要と考えている。また、ダイバーシティの推進にも力を入れて

おり、各委員会の構成メンバーや年次学術集会ならびに地方会における座長など、若手や女性の積極的

な登用を実践している。JCS-JJC（女性循環器医コンソーシアム）部会では、循環器疾患の患者もしく

は医療従事者の性差、職種、さらには社会経済学的なダイバーシティに関する研究の推進を目的として

「循環器ダイバーシティ研究奨励賞」を創設した他、Next Generation部会では全国の地方会で開催し

ている学生・初期研修医セッションの優秀者を対象とした「JCS EARLY CAREER CHAMPIONSHIP」を年次

学術集会で開催し、最優秀者の表彰を行っている。 

 

Ⅱ.日本医学会分科会にふさわしいと考えられる貴学会と他の分科会との連携による活動を記載して下

さい． 

2020 年 4 月、日本循環器学会をプラットフォームとして循環器関連の学会や循環器診療上密接な連

携を要する学会を中心に「日本循環器連合」を発足した。日本循環器連合加盟学会の理事長、代表理事

がメンバーとして参画している「循環器関連学会リーダーシップミーティング」では、学術集会やガイ

ドラインなど循環器学ならびに循環器診療の発展に欠かせない重要なテーマを取り上げ、活発に議論

している。また、例年 3月開催の年次学術集会に合わせて開催する理事会では、日本循環器連合加盟学

会の理事長、代表理事にオブザーバー出席いただき、情報共有と連携の強化を図っている。 

 

 

 


